
規 則

�愛媛県規則第３８号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１０月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（趣旨）

第１条 この規則は、独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成

１４年法律第１４７号。以下「機構法」という。）の規定に基づき、

県が行う中小企業者（機構法第２条第１項に規定する中小企業者

をいう。別表第２を除き、以下同じ。）その他の事業者の事業活

動に必要な資金（以下「高度化資金」という。）の貸付けに関

し、必要な事項を定めるものとする。

第２条 削除

附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 一の借主に対して貸し付ける貸付金の金額、利率及び据置期間

は、中小企業者の事業活動におけるエネルギーの有効利用等を図

るために特に必要な設備として知事が認めるもの及び当該設備の

整備に係る施設を貸付対象施設とする高度化資金の貸付け（平成

２９年３月３１日までに貸付決定を行うものに限る。）を行う場合に

あつては、別表第２貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の

欄、別表第３貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄並び

に別表第４貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄の規定

にかかわらず、次の表のとおりとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成

１４年法律第１４７号。以下「機構法」という。）の規定に基づき、

県が行う中小企業者

その他の事業者の事業活

動に必要な資金（以下「高度化資金」という。）の貸付けに関

し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において、「中小企業者」とは、機構法第２条第

１項に規定する者をいう。

附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 一の借主に対して貸し付ける貸付金の金額、利率及び据置期間

は、中小企業者の事業活動におけるエネルギーの有効利用等を図

るために特に必要な設備として知事が認めるもの及び当該設備の

整備に係る施設を貸付対象施設とする高度化資金の貸付け（平成

２９年３月３１日までに貸付決定を行うものに限る。）を行う場合に

あつては、別表第２貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の

欄、別表第３貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄並び

に別表第４貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄の規定

にかかわらず、次の表のとおりとする。

貸 付 金 の 金 額 利 率 据置期間 貸 付 金 の 金 額 利 率 据置期間

貸付対象者が貸付対象施設を取得し、造成

し、又は整備するのに必要な資金（以下

「整備資金」という。）の１００分の９９に相

当する額（整備資金の額が１，０００万円を超

える場合にあつては、整備資金の額から１０

万円を減じた額）以内

年０．５０

パーセ

ント以

内

省略 貸付対象者が貸付対象施設を取得し、造成

し、又は整備するのに必要な資金（以下

「整備資金」という。）の１００分の９９に相

当する額（整備資金の額が１，０００万円を超

える場合にあつては、整備資金の額から１０

万円を減じた額）以内

年０．６５

パーセ

ント以

内

省略

毎週（火・金）曜日発行 第２８１６号外２ 平成２８年１０月１４日

平成２８年１０月１４日金曜日 第２８１６号外２
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別表第２（第３条―第５条関係） 別表第２（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法

（平成１１年法律

第１８号 ） 第 ２

条第１項に規定

する中小企業者

をいう。）及び

組合等（同条第

５項に規定する

組合等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者等（中

小企業の新たな

事業活動の促進

に 関 す る 法 律

（平成１１年法律

第１８号 。 以 下

「中小企業新事

業活動促進法」

という。）第９

条第１項に規定

する中小企業者

等 をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

２ 異

分野

連携

新事

業分

野開

拓計

画認

定グ

ルー

プ資

金

異分野連携新

事業分野開拓計

画認定グループ

事業を実施する

中小企業者（中

小企業等経営強

化法第１０条第１

項 に規定す

る中小企業者を

いう。）

省略 ２ 異

分野

連携

新事

業分

野開

拓計

画認

定グ

ルー

プ資

金

異分野連携新

事業分野開拓計

画認定グループ

事業を実施する

中小企業者（中

小企業新事業活

動促進法第１１条

第１項に規定す

る中小企業者を

いう。）

省略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

４ 省

略

４ 省

略

５ 施

設集

事業協同組合、

事業協同小組合

省略 ５ 施

設集

事業協同組合、

事業協同小組合

省略

愛 媛 県 報平成２８年１０月１４日 第２８１６号外２
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約化

資金

若しくは協同組

合連合会、これ

らの組合員若し

くは所属員（以

下「組合員等」

という。）であ

る特定中小事業

者（独立行政法

人中小企業基盤

整備機構法施行

令（平成１６年政

令 第１８２号。以

下「政令」とい

う。）第３条第

１項第３号に規

定する特定中小

事業者をいう。

以下同じ。）、

企業組合若しく

は協業組合、協

業組合又は合併

会社若しくは出

資会社

約化

資金

若しくは協同組

合連合会、これ

らの組合員若し

くは所属員（以

下「組合員等」

という。）であ

る特定中小事業

者（独立行政法

人中小企業基盤

整備機構法施行

令（平成１６年政

令 第１８２号。以

下「政令」とい

う。）第２条第

１項第３号に規

定する特定中小

事業者をいう。

以下同じ。）、

企業組合若しく

は協業組合、協

業組合又は合併

会社若しくは出

資会社

６ 共

同施

設資

金

特定中小企業

団体（政令第３

条第１項第２号

イに規定する特

定中小企業団体

をいう。以下同

じ。）、その組

合員等である特

定中小事業者、

企業組合若しく

は協業組合又は

企業組合若しく

は協業組合

省略 ６ 共

同施

設資

金

特定中小企業

団体（政令第２

条第１項第２号

イに規定する特

定中小企業団体

をいう。以下同

じ。）、その組

合員等である特

定中小事業者、

企業組合若しく

は協業組合又は

企業組合若しく

は協業組合

省略

７～９

省略

７～９

省略

１０ 集

積区

域整

備資

金

事業協同組合、

協同組合連合会、

商店街振興組合

若しくは商店街

振興組合連合会

又はこれらの組

合員等である中

小企業者（機構

法第２条第１項

に規定する中小

企業者をいう。）

省略 １０ 集

積区

域整

備資

金

事業協同組合、

協同組合連合会、

商店街振興組合

若しくは商店街

振興組合連合会

又はこれらの組

合員等である中

小企業者

省略

別表第３（第３条―第５条関係） 別表第３（第３条―第５条関係）

愛 媛 県 報平成２８年１０月１４日 第２８１６号外２
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訓 令

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備資

金

政令第３条第

２項第１号に規

定する特定会社

（以下「特定会

社」と い う。）、

同号に規定する

一般社団法人等

（以下「一般社

団法人等」とい

う。）、同号に

規定する商工会

等（以下「商工

会等」という。）

又は市町

省略 １ 地

域産

業創

造基

盤整

備資

金

政令第２条第

２項第１号に規

定する特定会社

（以下「特定会

社」と い う。）、

同号に規定する

一般社団法人等

（以下「一般社

団法人等」とい

う。）、同号に

規定する商工会

等（以下「商工

会等」という。）

又は市町

省略

２ 省

略

２ 省

略

別表第４（第３条―第５条関係） 別表第４（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては１００

分の９０

）以

内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略

愛 媛 県 報平成２８年１０月１４日 第２８１６号外２
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愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年１０月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事 務 の 種 類 事 項

決裁区分
組

織

名

事 務 の 種 類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

産業

創出

課

１・２ 省略 産業

創出

課

１・２ 省略

３ 中小企業等経営強化法

の施行に関する事務

１ 株式の取

得 の 確 認

（第７条）

○ ３ 中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律

の施行に関する事務

１ 株式の取

得 の 確 認

（第８条）

○

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

室

長

部

長

室

長

商

工

観

光

室

１～１２ 省略 商

工

観

光

室

１～１２ 省略

１３ 中小企業

等経営強化

法

の施行

に関する事

務

１ 経営革新計画の承認及び変

更の承認（第８条第１項、第

９条第１項、第４８条第２項）

○ １３ 中小企業

の新たな事

業活動の促

進に関する

法律の施行

に関する事

務

１ 経営革新計画の承認及び変

更の承認（第９条第１項、第

１０条第１項、第３９条第２項）

○

２ 経営革新計画の承認の取消

し（第９条第２項）

○ ２ 経営革新計画の承認の取消

し（第１０条第２項）

○

３ 調査並びに指導及び助言

（第４６条第１項、第４項）

○ ３ 調査並びに指導及び助言

（第３７条第１項、第３項）

○

４ 承認経営革新計画の実施状

況の報告の徴収（第４７条第１

項）

○ ４ 承認経営革新計画の実施状

況の報告の徴収（第３８条第１

項）

○

１４～１６ 省略 １４～１６ 省略

備考 省略 備考 省略

愛 媛 県 報平成２８年１０月１４日 第２８１６号外２

５



附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２０ 省略

�の２１ 中小企業等経営強化法第８条第１項

の規定に基づく経営革新計画の承認に関すること。

�の２２ 中小企業等経営強化法第９条第１項

の規定に基づく経営革新計画の変更の承認に関すること。

�の２３ 中小企業等経営強化法第９条第２項

の規定に基づく経営革新計画の承認の取消しに関するこ

と。

�の２４ 中小企業等経営強化法第４６条第１項

の規定に基づく調査に関すること。

�の２５ 中小企業等経営強化法第４６条第４項

の規定に基づく指導及び助言に関すること。

�の２６ 中小企業等経営強化法第４７条第１項

の規定に基づく報告の徴収に関すること。

�の２７～� 省略

５・６ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２０ 省略

�の２１ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第９条第

１項の規定に基づく経営革新計画の承認に関すること。

�の２２ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第１０条第

１項の規定に基づく経営革新計画の変更の承認に関すること。

�の２３ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第１０条第

２項の規定に基づく経営革新計画の承認の取消しに関するこ

と。

�の２４ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第３７条第

１項の規定に基づく調査に関すること。

�の２５ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第３７条第

３項の規定に基づく指導及び助言に関すること。

�の２６ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第３８条第

１項の規定に基づく報告の徴収に関すること。

�の２７～� 省略

５・６ 省略

平成２８年１０月１４日 発行
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